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新型コロナウイルス禍の中でも「働き方改革」は着実に進んでいます。と言いますか、ウイルス感染拡大への

対応によって、本当の意味での働き方改革が促進されている面もあると言われています。テレワークや時差出勤

も普及し、休日の分散化などもあいまって働き方が多様化し、ワーク・ライフ・バランスや子育て・介護の面で

も、よい影響を与えています。 

今回はこうした動きの中から「選択的週休３日制」をご紹介いたします。 

 

選択的週休３日制 

 コロナ禍の下での多様な働き方を探ろうと、政府は「選択的週休３日制」導入の検討を始めていました。その

流れで自民党の「一億総活躍推進本部」（猪口邦子本部長）は、企業が希望する従業員に週３日の休日を与え

る「選択的週休３日制」の導入を推進する提言をとりまとめました。 

 提言では、週休３日制の導入で、子育てや介護との両立や、大学院での学び直しによるキャリアの形成などが

可能になると指摘しています。また、「地方創生の観点から重要」として、増えた休みを利用し、都市部で働く

人が地方で兼業することを後押しすることも提案しました。コロナ禍で在宅勤務や時差出勤の導入など多様な働

き方を模索する動きが出て来ており、週休３日制も選択肢とすることでこうした環境整備をさらに後押しするこ

とを目指します。 

 推進本部が行った経団連など経済３団体へのヒアリングでは、「（休みを利用した兼業で）２か所くらいで才

能を発揮した方がいい」「（地方で兼業をすれば）地方創生に役立つ」など導入におおむね肯定的な意見が相次

いだそうです。 

 近く政府に提言する方針で、政府も６月にもまとめる経済財政運営指針「骨太の方針」に反映させることを検

討しているようです。 

 ただ、「週休３日制」はすでに現行法でも可能です。労働基準法で定められているのは、原則として労働者を

毎週少なくとも１日以上休ませること、週当たりの所定労働時間の上限を４０時間とすることにとどまっている

ためです。しかし、現在、週休３日制を導入している企業は数少なく、働き方の多様化につながる可能性がある

一方、今回の提案でも導入するかどうかは企業側の自主性に任されており、広く普及するかは見通せません。 

 これまでに実施・公表されている主な事例は次のとおりです。 

＜ファーストリテイリングの実施例＞ 2015年秋から実施 

 

原則として転勤のない「地域正社員」が対象で、「変形労働制」を利用し１日１０時間×土日を含む週 

４日の勤務で、通常のフルタイム勤務（８時間×５日＝週４０時間）と同額の給与を支給します。休日は週に 

３日（ただし平日）になります。 
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＜みずほフィナンシャルグループの実施例＞ 2020年秋に表明 

 

導入を表明した｢週休３日・４日制｣では、週休３日だと基本給は約８割、週休４日だと基本給は約６割に減 

額になります。この制度導入とセットで副業を解禁します。 

 

 厚生労働省の 2020年の調査によると、完全週休２日よりも休日が多い（週休３日以上）制度を取っている企

業は８.３％にとどまっています。一方で週休２日より休日数が少ない（週休１日）企業は４６％にのぼっていま

す。週休３日制導入で想定されるメリットとデメリットは次のとおりです。 

＜「選択的週休３日制」導入で想定されるメリットとデメリット＞ 主なもの 

○メリット 

◆子育てや介護と仕事を両立できる。 

 ◆兼業により所得向上が可能になる。 

 ◆時間的余裕が増え、地方での兼業や各種活動が可能になり、地方創生につながる。など 

×デメリット 

 ◆給与の引き下げ（減額）につながる恐れがある。 

 ◆経営状況の厳しい中小・零細企業では導入が困難で格差が広がる。 

 ◆兼業をした場合、長時間労働を引き起こす可能性がある。など 

 

週休３日制で余裕のできた時間を何に利用するかは、子育てや介護、副業・兼業、大学院などでの勉学（学び

直し＝キャリアの再形成）、ボランティア活動や地域貢献活動など多種多様に考えられ、個人にとっては自由に

選択でき、ワーク・ライフ・バランスにも貢献します。業務への相乗効果も期待されます。 

 一方で、たとえば「年功序列が強い日本企業では学び直しをしても、学んだことを生かせる仕事ができず、賃

金アップにもつながらないことが多い」と指摘する声もあり、週休３日制を導入している企業では給与を減額し

ているケースがあり（変形労働時間制で月の所定労働時間を確保しない限り減額はやむを得ません）、「企業側

のコスト削減に利用されるだけなのでは」との懸念も出ています。 

こうしたことから週休３日制を導入した企業に何らかの支援措置を適用する案も出ているそうです。 

 

＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただければ、次世

代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。お気軽にご連絡くだ

さい。                             神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 

https://fnn.ismcdn.jp/mwimgs/e/1/560wm/img_e176a068082706a42628824ca69df9db675875.png
http://www.asahi.com/topics/word/厚生労働省.html
https://www.asahi.com/special/matome/anohito_kaigo/
http://www.asahi.com/topics/word/長時間労働.html

